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前稿までで景気循環過程の基本的構造をさしあたり設定し終ったい。つま
り，まず第１に景気循環各局面の主要構成および局面移行を論理化したうえ
で，次に第２にそれを前提として景気循環過程における「経済諸量」の変動
プロセスと価値法則との内在的関連を解明した。要するにこれまでの考察に
よって，景気循環過程の「機構的分析」と「構造的把握」とが可能になった
と考えてよい。しかしその場合に注意すべきは，以上のような景気循環過程
の一応の体系化は恐意的な一種の「理論モデル」として観念的に組み立てら
れているわけでは決してないという点であって，そこには幅広い学説史的基
盤か存在している。
そのように見通すならば，新たに追求されるべき課題は以下のように転回
していくことになろう。すなわち，これまでの景気循環理論史において，如
何なる問題が提起されつつそれに対してどのような解答が提出されたか，そ
してそれを通してどんなタイプの体系が提示されたのか，が明確にされねば
ならないこと－これである。まさにこのような理論史的裏付けを完備して
始めて，前稿までで考察してきた景気循環論の「機構分析一構造把握」もヨ
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リ奥行きのある分析としてさらに体系化できるように思われる。
そこで本稿のテーマはこう提示可能であろう。つまり，景気循環論の形成
過程を『資本論』段階にまで遡及させることによって景気循環論の枢軸＝基
本図式を改めて析出し，そのうえで，その基本図式と前稿までで提起した体
系との接続・断絶関係を明確にすること，これである。いわば景気循環論の
｢理論史的考察」こそ本稿の課題に他ならない。
Ｉマルクス景気循環論の形成過程
［ｌ］まず最初に，『資本論』の形成段階にまで立ち戻ってマルクスによ
る景気循環論の形成過程を跡づけていこう2)。さて(1)形成過程の第１段階は
『共産党宣言』（1848年）である。そこで第１にその「理論的背景」からみて
いくと，周知のようにこの「宣言」は，『ドイツ・イデオロギー』において
明確に定式化された唯物史観的把握を前提として共産主義連動のあり方をい
わば綱領的に提示したもの3》であった。その点で，フランス２月革命とも関
連した政治的方法の極めて強い作品であるが，唯物史観的見地に立脚して恐
慌論についても特徴的なデッサンが提出されていく。このような背景に注意
しつつ第２に『宣言』における恐慌分析の「内容展開」に立ち入ると，「１．
ブルジョアジーとプロレタリアート」の中でいわゆる世界恐慌が以下のよう
に主張される点が重要であろう。
「この数十年来の工業と商業の歴史は，近代的生産関係にたいする，近代的生産諸
力の反逆の歴史にほかならない。……恐慌のときには，……過剰生産という疫病が発
生する。……だが，どうしてこういうことが起るのだろうか？……社会がもっている
生産諸力は，もはやブルジョア文明やブルジョア的所有関係を促進する役にはたたな
くなっている。それどころか，生産諸力はこの所有関係にとって強大になりすぎて，
いまではこの所有関係が生産諸力の障害となっている。そして，生産諸力がこの障害
を突破するとき，それはブルジョア社会全体を混乱におとしいれて，ブルジョア的所
有の存立をあやうくする｡」（｢マルクス・エンゲルス全集」第４巻［大月書店］481頁）
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みられる通り極めて印象的かつ魅力的な問題提起だがこの論述でポイント
をなすのは次の３点に他ならない。つまり，①恐慌発生の「根拠」を「生産
力と生産関係の衝突＝矛盾」に設定していること，②恐慌と「ブルジョア社
会全体」の存立危機＝革命とを直結させていること，③この矛盾爆発を「世
界市場」次元で位置づけて恐慌を「世界恐慌」として把握していること，こ
れである。その意味で，「唯物史観立脚型＝崩壊論型・世界市場恐慌」とい
う性格にこそ，この『宣言』型恐慌論の特質があると整理可能であろう。
そうであれば第３にこの『宣言』型恐慌論の「意義と限界」はどこにある
か。まずその「意義」だが，資本主義における「生産力と生産関係の矛盾」
に立脚して，恐慌を「威嚇的」＝「激烈」的な「周期的」「過剰生産」とし
て把握した点は，資本主義的な恐慌のそれなりに的確な特徴づけとして評価
できる。その点でマルクスにおける恐慌分析の出発点としては鋭いセンスが
確認可能だが，以下のような限界はもちろん否定できない。すなわち，①経
済分析の不十分性に制約された唯物史観視角への過度の傾斜②「分業→市場
→競争」ロジックに一面化された現象的な「商業恐慌」理解③資本主義「崩
壊論」と直結した恐慌論設定，などの諸点は疑問であって，その脱却がこれ
からの課題となっていこう。
ついで(2)形成過程の第２段階は「賃労働と資本』（1849年）に設定されて
よい。そこで第１にその「理論的背景」にふれると，ここでは，『宣言』の
ように，唯物史観的見地から生産力一生産関係の「矛盾」にそくして抽象的
に恐慌の原因を探るのではなく，経済学理論の一定の進展を前提にしつつ恐
慌必然性の解明が具体的に目指される。そしてその場合の理論的焦点が，価
値論・剰余価値論の深化もさることながらとりわけ資本蓄積論の体系的展開
にあることは周知のこと．')であって，この資本蓄積論に条件づけられた
｢過少消費」視点に立脚しながら，この「賃労働と資本』で恐慌分析が明確
に前進していく。
このような背景をふまえて第２にこの『賃労働と資本』の「内容展開」を
具体的にみると，そのアウトラインとしては，「労賃決定論→剰余価値論→
資本蓄積論→機械導入・改良論→産業予備軍発生論→労働者階級窮乏論→過
少消費論」という筋が全体の基底的論理としてまず展開される。そして，ま
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さにこの「過少消費」視点の帰結としてこそ，恐慌の必然性が次のように提
起されていくのは当然のことであろう。
「生産的資本が増大すればするほど分業と機械の使用がますます拡大する。分業と
機械の使用が拡大すればするほど，労働者同士の競争がそれだけ拡大し，彼らの賃金
はますます縮小する。そのうえさらに，労働者階級は，彼らより上の社会層からも補
充される。多数の小産業家や小金利生活者が労働者階級のなかへ転落してくる。･･･…
最後に，資本家が……既存の巨大な生産手段をさらに大規模に利用し，この目的のた
めに信用のあらゆる発条を動かすにつれ，それに比例して，あの地震も増加する。す
なわち商業世界が富の一部，生産物の一部をさえ，地震の神々にいけにえとしてささ
げることによってようやくその身をたもつ，あの地震，－一言でいえば，恐慌も，
増加するのである｡」（『賃労働と資本」［岩波文庫］８６頁）
以上のようにマルクスの問題設定は明瞭といってよい。すなわち，賃金論一
剰余価値論一過剰人口論を軸にした資本蓄積論の内部に，恐慌の必然性がか
なり明確に展開されるに至ったことがみてとれる。しかもその基本図式の上
で，「生産物の量が増大し，したがって市場拡大の欲求が増大するのに比例
して，世界市場はますます収縮し，開発すべき市場はますます残り少なくな
る」というロジックに即して，資本蓄積という同一の運動から生じる，「過
少消費＝市場狭隙化」と「生産力上昇＝生産物増大」との衝突が導出される
という論理構成がとられていく。その意味で過少消費論の原型がここに確認
可能であろう。こう理解してよければ第３にこの『賃労働と資本』の「意義
と限界」はどう整理できるか。最初にその「意義」だが，全体として『宣言』
レベルと比較して経済学的分析の進展が明白であり，具体的には以下の３点
が指摘できる。つまり，①「資本蓄積論一過剰人口論」を基礎とした（現象
的ではない）「資本蓄積」型恐慌論の出発②資本蓄積運動に立脚した，「市場
狭臘化一生産力上昇」の衝突にもとづくいわゆる「過少消費説的恐慌論」の
提示③「資本蓄積」型恐慌論の明確化と逆相関的な，「崩壊論」と恐慌論と
の直結視角の後退，に他ならず，ここに『宣言』次元を超える恐慌論の新展
開がみてとれよう。しかしそのうえで一定の「限界」も無視できず，例えば
次の諸点はなお問題といってよい。すなわち，①資本蓄積における「様式タ
イプ」分析の未確立という形で表面化する資本蓄積論の未完成②「資本蓄積
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様式タイプ」の未整備に制約された，「過剰人口形成一賃金低落一窮乏化」
ロジックの一元的な設定③ｒ資本論』レベルにおいて商品過剰論的視角とし
て難点を生み出すことにつながる「過少消費的」恐慌論の原型形成，という
問題点，これである。総じていえば，資本蓄積論を中軸とする経済学的分析
の成果を条件にした，過少消費説型恐慌論というスタイルでの恐慌理論新展
開が確認できるものの，それは商品過剰論的見地に強く傾斜していた点でな
お制約がまぬがれない－と総括可能だと考えられる。
［２］そのうえで(3)形成過程の第３段階としては『経済学批判要綱』
(1857～58年)5）が設定できよう。まず第１にこの『要綱」の「理論的背景」
から確認していくと，周知のようにこの『要綱』は『資本論』の最初の準備
草稿にあたる。そしてその場合特に注意が必要なのはこの草稿が1857年恐慌
との関連で書かれたことであって，この時期のマルクスの最大の関心事が恐
慌にあったことは当然といってよく，革命の物質的前提条件である世界恐慌
の理論的解明にこそ彼の経済学研究の究極目的がおかれていた。しかもさら
にもう－歩深めていえば，この『要綱』における理論的焦点は，恐慌の一般
的発生を否定するリカードなどのイギリス古典派経済学を批判しつつそれに
対立したマルサス・シスモンディらの恐慌理論を継承・発展させる点に設定
されざるをえなかった。というのも，恐慌の必然性を解明するためには，古
典派経済学の否定した全般的過剰生産を認めつつ資本主義的生産の制限性を
明らかにすることが不可避である以上，マルサス・シスモンディ理論をふま
えながら，消費制限にともなう「実現困難」という路線をとる以外になかっ
たからである。
このような背景を前提として第２にこの「要綱」の「内容展開」に目を移
そう。その場合，『要綱』における恐慌規定として注目される箇所は概略２
つに区分できるが，そのうちのまず１つ目は，「資本の流通過程」論の冒頭
部分であって次のようにいわれる。
「ある生産は他の生産を動かし，そしてそれゆえ消費者は他の資本の労働者として
形成されるのであるから，個々の資本にとっては，生産自体によって設定される労働
者階級の需要は『十分な需要』としてあらわれる。この生産自体によって設定される
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需要は労働者との関連でおこなわれる生産の基準となるべき比率をこえて生産をかり
たてる。－面では生産はこの比率をのりこえざるをえないし，他面では労働者自身の
需要以外の需要は消滅し，または収縮して，その結果崩壊がはじまる｡」（『経済学批
判要綱』［大月書店］Ⅱ349頁）
一見して明瞭なように，資本相互における相互的需要形成を認めつつも，
生産に対する消費の制限を結論しながら労働者の消費需要の過少性が指摘さ
れている。しかもここで生じる「崩壊」が恐慌としての経済的崩落を意味す
るのか，それとも（同時に）資本主義自体の「崩壊」そのものなのかも明確
ではないから，恐慌論と崩壊論との分離も明らかとはいえないが，それにし
ても「商品過剰論」的な「過少消費説」の強い色彩だけは目立つ。
それに対して２つ目の恐慌規定は「資本に関する章」の第３篇「利潤論」
にうかがえるが，ここでは利潤率低下論を焦点にして以下のように論じられ
る。
「(利潤率の低下傾向をもたらすものとして）生産諸力の発展は，一定の点をこえ
ると資本にとって制限となる。したがって資本関係が労働の生産力の発展にたいして
制限となる」が「(この点に達すると資本関係は）必然的に極捨として脱ぎすてられ
る｡」（同Ⅳ701頁）／「(利潤率の低下を）必要労働にたいする分けまえの減少，全廠
用労働についての剰余労働趾のいっそうの拡大により阻止しようとするあらゆる試み
がなされるであろう。それゆえ，生産力の最高の発逮は，存在する富の最大の拡張と
ともに，資本の減価，労働者の地位の低下，そしてそのもっともはげしい消耗と一致
する。これらの矛盾は，爆発，大変動１恐慌に禅き，そこでは，労働の－時的機能停
止と資本の大きな部分の破壊がおこなわれ，資本は再起可能な点まで暴力的にひきも
どされる｡」（同Ⅳ702頁）
みられるようにこの論述では，機械の採用による（事実上の）「資本の有
機的構成の高度化」が利潤率を低下させそれによる生産力の発展と生産関係
の矛盾が恐慌に帰結する，という説明が特徴的といってよい。その点で，こ
の「利潤率低下論」型が，１つ目の「過少消費論」型恐慌論とはそのトーン
を異にしていることだけは直ちに確認できよう。
そこで第３にこの『要綱」の「意義と限界」に移るが，まずその「意義」
としては以下の点が指摘されてよい。すなわち，①いわゆる「事実上」の
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｢資本の有機的構成高度化」概念の導入による，資本蓄積論における理論的
進展②「利潤率低下」を「剰余労働麺のいっそうの拡大により阻止しようと
する……試み」の提示を通す，特有な「競争」動機の萌芽的設定③「過少消
費一商品過剰」説とは相対的に区別可能な，「利潤率低下一資本過剰」説の
始めての展開，に他ならず，主にマルクスによる２つ目の説明に意義がみて
とれる。にもかかわらずなお「限界」も明瞭であって，次の諸点はいぜんと
して疑問であろう。例えば，①『賃労働と資本」で提起された，「資本蓄積一
過剰人口一競争」という資本蓄積運動論からの切断に制約された，機構論の
欠落②「構成高度化」蓄積論の未完成による，「利潤率低下」現象の「長期
的傾向」への解消③恐慌必然性論と「長期的傾向」論との未分化に起因する
｢体制崩壊論」視点の残存，などが，無視できないが，では，『要綱』におけ
る以上のような難点を帰結させた原因は何か。
その場合，「「要綱』における恐慌論の不在｣6)とさえいわれるその「原因」
については，『要綱』に顕著な，「資本一般」および「上向法」という２つの
視角がポイントを構成しよう。まず「資本一般」の側面では，資本一般→競
争論の消極化→蓄積メカニズム未確立→→信用機構との切断，という制限が
生じ，そこから，資本蓄積論を基礎とした機構論的な恐慌必然性の解明は後
退せざるをえなくなった。また「上向法」の側面では，上向法→論理と歴史
の統一→「世界市場と恐慌」見地→体制崩壊，という歪みが表面化するから，
結局それを通して，恐慌論と崩壊論との直結が容易化したと考えられる。し
たがって，マルクスにおける恐慌論の体系化のためにはもう一段のステップ
が必要だったというべきであろう。それこそ次の『剰余価値学説史』である
ことはいうまでもない。
［３］それでは(4)形成過程の第４段階としてこの『学説史』へと目を転じ
ていこう。最初に第１にこの「学説史』の「理論的背景」を照射しておくと，
これは『要綱」に続く『資本論』のための第２の準備草稿をなすが，その過
程でマルクスの経済学研究は一層の進展が実現する。例えば，『要綱』次元
の「資本一般一上向法」的方法が再検討される中で，価値形態論・労働力商
品規定・蓄積＝再生産論・生産価格論・競争論・地代論などが新たに展開さ
れていく７》のであり，まさにそれを基礎として恐慌の必然性分析にも新構想
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の提示が示されていくと考えてよい。
以上のような理解をふまえて第２に『学説史』の「内容展開」にメスを入
れていこう。さて「学説史』の恐慌論は第17章「リカードの蓄積論それの
批判（資本の根本形態からの恐慌の説明)」において展開されているが，そ
の場合この『学説史』においても，先の『要綱』と同様にやや評価を異にせ
ざるをえない２通りの説明が表出してくる。まずその１つ目は「資本過剰」
的見地が強い説明であって，例えば以下のようにいわれる。
「蓄積の全過程は……恐慌において現れる諸現象にとって内在的基礎を形成するよう
な，剰余生産に帰着するのである。この剰余生産の限界は，資本そのもの，すなわち，生
産条件の現存規模と資本家の無限の致富衝動ないし資本化衝動であって，けっしてはじ
めから抑制されている消費ではない｡」（｢剰余価値学説史」Ⅱ［『全集」第26巻］664頁）
こうしてここでは，恐慌に結びつく「剰余生産の限界」は「抑制されてい
る消費」＝「過少消費」ではなく，「資本そのもの」＝「資本過剰」に立脚
している点が明確にされている。その点で「資本過剰」的見地がここでまず
確認されてよい。しかし他方に次のような別の観点からする恐慌分析も同時
に展開されていることにも注意を要しよう。
「均衡化はすべて偶然的なものであって，諸資本が特殊な諸部面で充用される割合
は確かに不断の過程によって均衡化されるのであるが，しかしこの過程が不断の過程
であること目体が同じように不均衡を前提とする｡」（同）
要するに，確かに資本の過剰が「諸資本」の相互連関の中で設定されてい
ることは否定できないとはしても，その資本過剰の発現＝現実化は部門間の
｢不断の不均衡」にもとづいているとされている。したがって，この側面を
重視する方向から整理すれば，結論としての，資本の再生産の内部における
｢資本過剰」はそれ独自で論理化されることはなく，あくまでも商品の「市
場における実現問題」に解消されてこそ処理されていくわけであるから，結
局ここには「商品過剰論」的見地が表面化しているとみる以外にはない。
そうとすれば第３にこの『学説史』の「意義と限界」はどのように整理で
きるであろうか。まずその「意義」としては次の３点が確認可能であろう。
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つまり，①「生産価格」論の導入による，恐慌必然性論にとって不可欠な競
争論の定着②「剰余価値生産の限界は……けっしてはじめから抑制されてい
る消費ではない」として明確化された，「過少消費説」的見地の封殺③恐慌
必然性を資本の再生産の内部から展開しようとする「資本過剰論」的視角の
明確化，というポイントであって，生産価格論→競争論→過少消費型後退→
資本過剰論見地明確化，というロジックが明瞭といってよい。したがってこ
のかぎりでは『学説史』における『要綱」からの進展は明らかだが，他方，
そこに「限界」がなお大きく残存していることももちろんである。例えば，
①「不断の均衡化過程」の中に「不断の『不均衡化』」を設定するという，
｢均衡化」作用理解の不＋分性②成果としての「資本過剰論」的把握の，「商
品の市場における実現問題」に解消された形での位置づけ③「不均衡説」と
いうタイプでの「商品過剰論」原型の確定，という諸点はその「限界」とし
て無視できないであろう。要するに，「資本過剰論」がそれ自体で自立的に
展開しえずにあくまでも「商品過剰論」に還元されてしか論理化できなかっ
た点にこそ，この『学説史』レベル恐慌論の「限界」があったと総括可能な
のである。
Ⅱ『資本論』景気循環論の構成
［１］以上のようなマルクスによる景気循環論の形成過程を前提として，
取り急ぎ次に『資本論』そのものにおける景気循環論の展開にすすもう。ま
ず第１にその「理論的背景」から確認していくと，『資本論』恐慌論の体系
化にとって何よりも決定的な重要性をなすのは，方法論における「純粋資本
主義の設定｣8)とそれによって可能となった「資本一般・上向法の解消」そ
のものだといってよい。というのも，『資本論』においては，以下に引用す
るように，その最終目的が「近代社会の経済的運動法則」の解明＝周期的恐
`慌をふくむ景気循環の必然性解明に明確に設定された以上，その「論理展開
方法」としては，一方では，「世界市場と恐慌」へと直線的に具体化をはか
る「上向法」ではなく，資本・土地所有・賃労働の三大階級からなる「純粋
資本主義」を対象とする以外にはなくなるとともに，他方では，競争を排除
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した「資本一般」図式ではなく，個別資本の競争行動を組み入れた「資本主
義経済の自立＝自律的連動法則」の解明を目指す他なくなる，からである。
まさに，「資本一般・上向法」放棄を条件とした「純粋資本主義の設定」こ
そ『資本論』次元の新地平だといってよいが，その前提として確かにこうい
われるわけである。
「資本主義社会の矛盾に満ちた運動は，実際的なブルジョアには，近代産業が通過
する周期的循環の局面転換のなかで最も痛切に感ぜられるのであって，この局面転換
の頂点こそが－一般的恐慌なのである｡」（｢資本論」［岩波文庫］第１分冊32頁）
こうして，「純粋資本主義」を対象として資本主義の「経済的連動法則」
を解明していくという方法論の確定9)－という前提に立脚してこそ，『資
本論』の景気循環論が組み立てられていくことにまず注意しておきたい。そ
のうえで，この点をふまえながら『資本論』の景気循環論を具体的にフォロー
していくことにしよう。
そこで第２にこの『資本論』の「展開内容」に視点を転回しなければなら
ない。以下ではこのような基本的視点に立ちながら，『資本論』の恐慌論構
成を全３巻の展開にそってやや詳しくフォローしていくことにしたい。
囚まず『資本論』第'巻では,おおむね(a)第'篇貨幣論の｢流通手段」
論(b)「支払手段」論に)第７篇「蓄積」論の３つの箇所において恐慌への関説
がみてとれる。最初に(a)「流通手段」論から立ち入って検討すると，ここで
は「恐慌の可能性」が設定されており，貨幣による商品流通が「購買」と
｢販売」とを「独立」化させることによってそれが「恐`慌の可能`性」にまで
接続するロジックが，以下のように説明されていく。
「この独立が一定の点まで進展すると，統一は強力的に１つの……恐慌によって貫
かれる。商品に内在している対立……というようなこの内在的矛盾は，商品変態の対
立の中に，その発展した連動形態を保存している。したがって，これらの形態は，恐
慌の可能性を，だがまたその可能性のみを，含んでいる。この可能性の現実性への発
展は，単純な商品流通の立場からは，まだ少しも存在していない諸関係の全範囲を，
必要とするのである｡」（同200-201頁）
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こうしてこの流通手段論では，貨幣が媒介する商品流通では販売と購買が
必然的に分離＝独立化する点が示されたうえで，商品流通がこのように外的
に独立しながら運動する２つのプロセスから構成されるという特質にこそ，
｢恐'慌の可能性」が設定されていよう。しかし重要なのはそれがあくまでも
｢恐慌の『可能性｣」に止まる点であるが，次の「支払手段」論に入ると，同
じ「抽象的可能性」といってももう一歩現実化することになる。そこで続い
て(b)「支払手段」論に目を移すと，「流通手段」論では純粋にその「可能性」
だけが指摘されるだけだったのに対して，ここでは以下のように，恐慌が
｢貨幣恐慌」として爆発するためのいわば「機構的条件」にまで論理が深め
られるといってよい。
「この機構が比較的一般的に撹乱されるとともに,それがどんなところから発生し
ようと，貨幣は突然かつ媒介なしに，計算貨幣という観念的にのみ存した態容から,
硬貨に転換する。……ほんのいま先までブルジョアは，好景気に酔いしれて得々とし
て貨幣などは空虚な幻想だと称えていた。商品こそ貨幣だ。ところが貨幣こそ商品と
なった。いまや全世界市場に，そうひびきわたる。……世界市場の心は,唯一の富で
ある貨幣をもとめ叫ぶ。恐慌においては，商品とその価値態容である貨幣との間の対
立が，絶対的矛盾にまで高められる｡」（同240頁）
みられるように，恐慌が貨幣恐慌となって勃発するさいの不可欠の条件と
して貨幣の支払手段機能が指摘されている。つまり，メカニズム的に十分な
展開をとげている「諸支払の連鎖とそれらの決済の人工的体制」こそが貨幣
恐慌としての爆発の機構的条件だとみなされている点が，ここでは重要だと
いえよう。
そのうえで第１巻における恐慌規定の白眉としては何よりも(c)第７篇「資
本の蓄積過程」論が特筆されるべきであろう。そしてその場合の焦点は「資
本主義的生産様式に特有な人口法則」の設定にあり，この資本蓄積に対応し
た過剰人口の「形成」と「吸収」および「再形成」という連動に立脚してこ
そ景気循環過程が進行していく,とマルクスは理解していくわけである。そ
の意味では，「蓄積論」による「恐`慌論」の基礎づけが明確になったという
点で，極めて重要な論理環がここに確認可能だといってよい。
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そこでこの「蓄積論」を立ち入ってフォローしていこう。さてこの第23章
｢蓄積論」においては，まず第１節で「資本の構成が同等不変であれば労働
力にたいする需要は蓄積につれて増加」するとして「資本構成不変」の蓄積
パターンが示されたのち，次の第２節では「蓄積とそれにともなう集積との
進行中における可変資本部分の相対的減少」という「資本構成高度化」の蓄
積パターンが設定されていく。そしてその場合特に注意が必要なのは，この
ような資本蓄積パターンの転換・移行を景気循環と関連させて説明している
点であって，例えば以下のようなロジックが展開されていく。
すなわち，構成不変の蓄積が進行すれば「明らかに労働にたいする需要に
したがって労働者の生活維持元本は資本に比例して増加する」が，それが労
働力供給を超過するに至れば賃金上昇を惹起して「不払労働の量的減少」を
まねかざるをえない。要するに，剰余価値率の低下に起因した利潤率低下が
発現するが，そこから，資本蓄積の鈍化＝停滞が支配的となってやがて景気
の下降が進行していくことになる，とされる。したがって，『資本論』では，
この構成不変蓄積タイプの制約こそが景気循環における好況から不況への局
面転換を内容的に意味づけるものと把握されていくが，しかしそのうえで，
資本蓄積は「この段階をこえて進む」とされて構成高度化蓄積タイプへの交
替に転回するといってよい。
そこで第２節では，資本構成高度化に対応した相対的過剰人口の形成が検
討される。つまり，まず「資本の蓄積」と「独自な資本主義的生産様式」と
いう「この２つの経済的要因は，互いに与え合う刺激に複比例して資本の技
術的構成の変化を生み出す」とみたうえで，「この変化によって可変資本は
不変資本に比べてますます小さくなって行く」という構成高度化蓄積タイプ
の支配化が示されていく。まさにこの論理の帰結としてこそ，「要するに，
一方では，蓄積の進行中に追加される追加資本は，その大きさに比べればま
すます少ない労働者を引き寄せるようになる」し，「他方では，周期的に新
たな構成で再生産される古い資本は，それまで使用していた労働者をますま
す多くはじき出すようになる」という，相対的過剰人口の形成が図式化され
るのは自明であろう。こうしてこの第２節では，第１節でみた資本構成不変
蓄積パターンにともなう蓄積停滞＝鈍化という障害の，相対的過剰人口の
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｢形成」「再形成」による「解決」－という関係が明らかにされていると考
えてよいわけである。
以上のように整理できれば，景気循環論におけるこの資本蓄積論の位置も
次のように要約可能である。すなわち，構成不変蓄積と構成高度化蓄積とは
｢限界」－「解決」という関係で「周期的」に「交替」していく２つの資本
蓄積様式であり，したがってそれを構造的基盤として，労働人口の「吸収」_
｢反掻」が「周期的」に繰り返されていく－と。その意味で，この「資本
蓄積様式一労働人口」という論理系は景気循環論のまさに実体構造論レベル
における枢要軸とみる以外にないが，その点がマルクスによって例えば以下
のように指摘されているのは周知のことであろう。
「近代産業の特徴的な生活行程，すなわち，中位の活況，生産の繁忙，恐慌，沈滞
の各時期が，より小さい諸変動に中断されつつ10年ごとの循環をなすという形態は，
産業予備軍または過剰人口の不断の形成，あるいは多くあるいは少ない吸収，および
再形成に基づいている。この産業循環の転変する諸時期は，またそれとして過剰人ロ
を補充し，そしてそのもっとも強力な再生産動因となる｡」（同第３分冊22頁）
以上のように，まず『資本論』第１巻の範囲では，「貨幣論」における
｢恐慌の発現形式」論および「蓄積論」における「蓄積様式」タイプによる
｢恐慌基礎づけ」論が確認できるように思われる。ついで『資本論』第２巻
に目を転じよう。
回そこで第２巻に入ると｡(a)第２篇の｢固定資本｣論(b)第３篇での｢過
少消費」説批判(c)「部門間不均衡」説に関して重要な恐`慌規定が提示されて
いく。まず(a)「固定資本における回転の役割」から具体的にみていこう。さ
てこの「固定資本の特質」が景気循環に対して及ぼす重要な作用としては，
景気循環局面の相違に対応して，新規設備投資への「制約」および「促進」
という２つの逆方向からの指摘がみてとれる。すなわち，まず一面では，
｢(すでに投下されている大簸の固定資本が）改良された労働手段の急速な一
般的な採用にたいする障害｣'0)をなすという，固定資本の存在が資本機成高
度化の直線的進行に対して果たすチェック作用の明確化に他ならない。いう
までもなく，この点の確認は，好況期における構成不変蓄積の持続化を傍証
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するものとして注意が必要であろう。
そのうえで他面では，逆に不況期においては設備更新への「強制」が表面
化するとされ，主に競争による固定資本更新圧力が指摘されていく。つまり，
｢競争戦が……古い労働手段をその自然的な死期に達する前に新しいものと
取り替えることを強制する」が「(このように）更新することを強要するも
のは，主として恐慌という破局である｣'1)というロジックで，固定資本更新＝
構成高度化への転換が，恐慌を契機として発現しつつ好況への推進動機を形
成する点が示されていると考えてよい。まさに以上のよう２側面の総括とし
てこそ，固定資本の役割と景気循環の総体的・構造的関連が次のように整理
されていくのであろう。
「この資本がこの固定的構成部分によって縛りつけられている多年にわたる連続的
諸回転の循環によって，周期的恐慌の，すなわち，事業が不振，中位の活況，過度の
繁忙，恐慌という継起的諸時期を通過する周期的恐慌の，１つの物質的基礎が生ずる。
……恐慌はつねに一大新投資の出発点をなす。したがってまた－社会全体として考
察されるならば－多かれ少なかれ次の回転循環のための，１つの新しい物質的基礎
をなす｡」（同第４分冊272-73頁）
こうして，産業循環の「物質的基礎」が「固定資本の回転上の特殊性」に
即して明らかにされた点が極めて重要だといってよいが，それだけではない。
その点が条件となって恐慌把握の基本的視角がそこからさらに導出されるこ
とにもなる。
すなわち，（b)このようにして固定資本の回転にともなう制約が示されると，
｢過少消費説」的把握への批判も自ずと明確にならざるをえない。この問題
に関してマルクスは概略以下の２つの箇所でふれており，まず１つは「可変
資本の回転」に関連させて，「賃金は一般的に上昇し，従来雇用事情のよかっ
た労働市場部分においてさえ，上昇する。このことは，不可避的崩壊が，再
び労働者の予備軍を遊離させて，賃金が再びその最低限またはそれ以下に圧
し下げられるまで続く｣'2)といわれる。まさしくここでは，過少消費どころ
かむしろ逆に，「不可避的崩壊」＝恐慌の直前にこそ恐慌を惹起する「賃金
騰貴」が生じることが，マルクスによって如実に表明されているのではない
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か゜ついでもう１つは第３篇の「部門Ⅱ」における「生活必需品と著侈品」
との関連に即して，「（繁忙期には）労働者階級……も，一時的には，平素
は彼らの手にはいらない箸侈品の消費に参加する｣'3)点が指摘される。した
がって，ここからは，恐慌を準備する「繁忙期」には，過少消費状態とは全
く逆の，労働者の「箸侈品消費への参加」を可能にする「賃金騰貴」こそが
出現する，というロジックが検出されるべきであろう。いずれにしても，第
２巻の流通・回転・再生産の規定の中に，マルクス自身による「過少消費説」
批判が無視できないということに他ならないが，この過少消費説批判は最も
総括的には次のように整理されていく。
「恐慌は，支払能力のある消費，または支払能力ある消費者の不足から生じる，と
言うのは，ただの同義反復である。……いつでも恐慌は，労働賃金が一般的に上昇し
て，労働者階級が年生産物中の消費向け部分におけるより大きな分け前を現実に受取
る時期，まさにこの時，準備されるのである，と。かかる時期は－これら健全にし
て『単純な」（１）常識の騎士の観点からすれば－逆に，恐慌を遠ざけるはずのも
のであろう。かくして資本主義的生産は，かの労働者階級の相対的繁栄を，ただ一時
的にのみ，しかもつねに恐慌の前触れとしてのみ許す，善意または悪意からは独立し
た諸条件を含むかのように見える｡」（同第５分冊102-3頁）
もはやこれ以上の説明が必要ないほどに明白であろう。恐慌は，「労働賃
金が一般的に上昇して」労働者の消費が拡大する，「まさにこの時，準備さ
れる」のである。要するにマルクス自身によって「過少消費」説が否定され
ていると結論する以外にないのではないか。
それに対して，最後に(C)この『資本論』第２巻で「部門間不均衡」説が一
定の輪郭を形成している点も見逃せない。例えば第３篇「社会的総資本の再
生産と流通」において，「購買と販売の均衡」および「第１部門と第２部門
の均衡」と関連させて，この「均衡一不均衡」と恐慌との連関関係が指摘さ
れている。もちろん叙述はいずれも断片的に止まるが，さしあたり以下のよ
うな説明がそれに当たろう。つまり，①「(均衡に関する）これらの条件は
またそれと同じだけ多くの，正常でない進行の条件に，すなわち恐慌の可能
性にも転変する｣M)，②「(固定資本の不均衡的補填の中で）不変な規模での
再生産にもかかわらず，そこには－生産恐慌一が生ずることになる｣，
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③「これはⅡでの過剰生産であって，それはただ大きな恐慌によってのみ調
整され，その結果として資本はⅡからＩに移ることになる｣'5)，などに他な
らない。
みられるように，「部門間不均衡」が恐慌発生と結びつけられて論じられ
ており，その意味で「部門間不均衡」説という構成にはなっている。そして
これは，一面では，すでにフォローした『学説史』で原型が形成された「部
門間不均衡」説の『資本論」への継承であるとともに，他面では，『資本論』
における「実現論的商品過剰」論の代表的地位を占めるものになっていると
も意義づけ可能であろう。しかし，この「不均衡」が恐慌の根拠となる点の
論理展開がこれ以上は示されていないことにもくれぐれも注意が必要であっ
て，マルクスのこの点に関する説明が，いぜんとして断片に終始しているこ
とは否定できないといってよい。以上の構成を前提として，最後に第３巻へ
すすもう。
［2]回そのうえで第３巻に視点を移すと,おおまかにみて(a)第３篇に
おける「直接的搾取の諸条件と搾取の実現の条件」の矛盾規定(b)「資本の絶
対的過剰生産」論に）「信用機構と恐慌」の関係規定などが注目される。そこ
でまず(a)から立ち入ってフォローしていくと，この第15章第１節では，「搾
取そのもの」とその「実現条件」に焦点を合わせて資本主義的生産の基本的
制限がクローズアップされていく。まさにこの論述を根拠にして，『資本論』
恐慌論における「実現論的商品過剰」論の証明とされるのは周知の通りだが，
マルクスは具体的にはこのように言う。
「直接的搾取の諸条件と，この搾取の実現の諸条件とは，同じではない。両者は，
時間的および場所的にのみではなく，概念的にも一致しない。一方は，社会の生産力
によって制限されているだけであるが，他方は，種々の生産部門間の均衡と，社会の
消費力とによって制限されている。しかし，この社会の消費力は，絶対的生産力によっ
て規定されているのでもなければ，絶対的消費力にとって規定されているのでもない。
そうではなく，社会の大衆の消費を，多かれ少なかれ狭臘な限界の内部でのみ変動し
うる最小限に帰着させる，敵対的分配関係を基礎とする消費力によって，規定されて
いる。それはさらに，蓄積衝動によって，すなわち，資本の増大と拡大された規模に
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おける剰余価値の生産とへの衝動によって，制限されている。それは……資本主義的
生産にとっての法則である｡」（同第６分冊386頁）
一見して明らかなように，過少消費説・不均衡説的色彩が濃い'6)ことは否
定できないが，マルクスがここで恐慌の必然性を問題にしているかどうかは
明確ではない。つまり，彼は，「生産力は，発展すればするほど，消費諸関
係がよってたつ狭臘な基礎とますます矛盾するようになる」という視点から
｢搾取と実現の条件の相違」を指摘し，そこからそれが「資本主義的生産に
とっての法則である」点を強調するが，それが周期的恐慌とどのように連関
するかには関説していない。むしろ資本主義的生産の基本的特徴が概略とし
て指摘されているだけで，この「搾取と実現条件の相違」が，恐慌の原因や
必然性と内的関係に置かれているとはいえないと判断すべきであろう。もし
そうでなく，この両者の「相違」を強引に恐慌の原因にしてしまうと，この
｢相違」は資本主義の基本的傾向である以上，そこを原因とする恐慌は－
｢周期的」ではなく－いわば「万年」恐慌とならざるをえないのではない
か。まずこの(a)に対しては以上のような注意が必要だと思われる。
つづいて(b)「資本の絶対的過剰生産」論へ入ろう。まず第２節で，「恐慌
は，つねに，現存する諸矛盾の瞬間的な暴力的解決であり，撹乱された均衡
を一瞬間回復する暴力的爆発であるにすぎない」として，恐慌の「意義」が
押さえられたうえで，第３節において，恐慌の発生ロジックが資本蓄積との
内的関連に即してヨリ機構的に解明されていく。周知の如く，労働者人口に
対する資本の過剰蓄積現象が「資本の絶対的過剰生産」として設定され，そ
れを基盤とした「利潤率の急激な低下」と「競争」との結合を通して恐慌の
勃発と必然性が明らかにされているわけである。例えば以下のようにマルク
スは論理を繰り広げるといってよい。
「資本主義的生産の目的のための追加資本がゼロに等しくなれば，そこには資本の
絶対的過剰生産が存在するであろう。しかし，資本主義的生産の目的は，資本の価値
増殖である。……したがって，増大した資本が，その増大以前に比して同じであるに
すぎないかまたはより少なくさえもある剰余価値hitを生産するぱあいには，そこには
－３５－
金沢大学経済学部論集第20巻第１号2000.3
資本の絶対的過剰生産が現れるであろう。すなわち，増大した資本Ｃ＋』Ｃは，資本
Ｃが」Ｃによるとその増大以前に生産したよりも多くの利潤を生産せず，または，そ
れよりも少ない利潤をさえ生産するであろう。いずれのばあいにも，一般的利潤率に
おける基だし〈かつ突然の低下が生ずるであろうか，しかし今度の低下の原因である
資本組成の変動は，生産力の発展によるものではなく，可変資本の貨幣価値における
増大（賃金の上昇による）とⅡこれに対応する必要労働にたいする剰余労働の比率に
おける減少とによるものであろう｡」（同第６分冊396-97頁）
ここでは，資本蓄積拡大に起因する相対的過剰人口の吸収による賃金の上
昇が明確にされつつ，この賃金上昇にともなう「利潤率の急激な低下」が設
定されている。そしてこのような「利潤率の急激な低下」が恐慌につながる
とされているのであって，資本投資拡大→過剰人口吸収→賃金上昇→利潤率
低下→恐慌という図式の中に，「資本過剰論」的見地に立脚した恐慌規定が
明瞭に位置づけられていると考えてよい。その点で，この賃金上昇にともな
う利潤率低下に即した恐慌論理こそ，ヨリ体系性を兼ね備えた，『資本論」
における恐慌論の基本線だと判断できるが，そのように評価しえるポイント
はもう１つある。
つまり，この節の論理においては，以上のような利潤率低下が現実的に生
じるプロセスが「個別資本の競争」にのっとって展開されていることが極め
て重要であろう。まず１つには，恐慌期では，もはや「利潤の分配」ではな
く「損失の分配」が個別資本の「競争戦」として強制されていくとされ，そ
の中で，他人にできるだけ損失を転嫁しようとする行動が激化する。まさに
それだけ競争はさらに熾烈化するとみなされていく。そのうえでもう１つは
恐`慌後の不況期についてである。この点に関しては固定資本の更新を巡る競
争が示され，「特別剰余価値」の形成を目指した，過剰人口の創出過程を意
味する「新たな機械や新たな改良された作業方法，新たな組み合わせ」の採
用が問題とされる。換言すれば，固定資本採用一特別剰余価値の追求を目標
とした，個別資本間の「価格下落と競争戦」が摘出されていることが重要で
あろう。
こうしてこの「資本の絶対的過剰生産」論の恐慌規定においては，資本主
義的生産の投資活動が「利潤率の急激な低落」というかたちで制限に至るプ
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ロセスが，まさに「個別資本の競争過程」を通して現実的に解明されていよ
う。その意味で，他の箇所での部分的な恐慌分析とはその質を異にしており，
すでに第１巻第７篇の蓄積論で基本的に基礎づけられた恐慌の必然性が，こ
こでさらに，「競争に媒介された個別資本の投資活動」を軸にしたその「現
実化過程」においてヨリ積極的に明らかにされていると整理してよい。した
がって総じていえば，この「資本の絶対的過剰生産」論こそ，『資本論』に
おける恐慌論のいわば白眉だと結論してよいように考えられる。
それを前提にしてに)「信用機構と恐慌」についてはどうか。さて『資本論』
ではこの「資本の絶対的過剰生産」をふまえて，この資本過剰による「混乱
と停滞」をさらに激烈な恐慌にまで昂進させていく機構として資本主義の信
用制度にも注意が払われる。言い換えれば，恐慌は，信用に媒介されること
を通して「信用恐慌」として具体化される点が重視されるといってよいが，
この問題は第５篇の第30-32章「貨幣資本と現実資本」の３つの章で扱われ
ていく。この部分では，景気循環に対する信用の役割が，１つは信用の積極
的作用ともう１つは利子率の周期的変動の点から指摘されていることが重要
だが，まず信用制度の恐`朧に果たす機能が以下のように主張される。
「信用制度が，過剰生産や商業における過剰投機の主要なテコとして現れるとすれ
ば，それはただ，その性質上弾性的である再生産過程が，ここでは極限まで強行され
るからである。……したがって，信用制度は，……新たな生産形態の物質的基礎とし
て一定の高度に達するまで作り上げることは，資本主義的生産様式の歴史的任務であ
る。同時に，信用は，この矛盾の暴力的爆発を，恐慌を，したがってまた古い生産様
式の解体の諸要素を，促進する｡」（同第７分冊182頁）
一目瞭然のように，信用制度こそ資本主義的生産における過剰生産を現実
的に押し進める機構である点が確認されている。そして，この信用によって
極点にまで高められた過剰投機＝過剰投資こそが恐`慌をもたらすことからす
れば，「同時に｣，信用こそが恐慌を「必然化」させるその「現実的メカニズ
ム」に他ならないことも明白というべきであろう。そのうえでもう一歩立ち
入って，この信用と景気循環の内的相互関係が「利子率変動」に焦点を合わ
せて次のように説明されていく。
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「再生産過程が，過度の緊張の状態に再び達したならば，商業信用は非常に大きな
拡張に達し，そのばあいこの拡張は，また，容易な還流と拡大された生産という「健
全な」基礎をもつ。この状態にあっては，利子率はその股低限度以上には上がるとは
いえ，依然としてなお低い。……他面では，ここで初めて予備資本なしに，またはお
よそ資本というものなしに仕事をする，したがってもっぱら貨幣信用に頼って操作す
る騎士たちが，目立つ程度に現れてくる。……いまや利子はその平均の高さに上がる。
そして，新たな恐慌が襲来し，信用が突如停止され，諸支払いが停滞し，再生産過程
が鐵庫し，……貸付資本のほとんどが絶対的な欠如とならんで遊休産業資本の過剰が
現れるや否や，利子率は再びその最高限度に達する｡」（同第７分冊256頁）
要するに，景気循環過程に対応した利子率水準の変動が見事に指摘されて
いると考えてよい。すなわち，貨幣資本と現実資本との対立関係を基礎にし
つつ，その関係が「利潤率一利子率」間の相互「依存一対立」関係へと反射
していく構造一が的確に論理化されていると評価可能である。こうして，
｢利潤率一利子率」関係の析出を通して恐慌発生の現実的メカニズムがヨリ
ー層体系化されたといえるが，その中で，さらに利子率の周期的変動プロセ
スが明確になったことによって，恐慌が「景気循環過程」の特殊な局面であ
るという「景気循環」視点も一段と鮮明になった点も繰り返し重要であろう。
まさにこのような信用の積極的役割が深化したことを前提にしてこそ，恐慌
の「信用恐慌」としての必然性が最後に以下のように提起されていくと整理
できる。
「再生産過程の全関迎が慣用を基礎としているような生産体制では，急に信用が停
止されて現金払いしか通用しなくなれば，明らかに，１つの恐慌が，支払手段への殺
到が，起こらざるをえない｡」（同第７分冊258頁）
こうして，『資本論』の恐慌一景気循環規定の展開はまさしくこのような
｢信用恐慌」の必然性をもって終結させられているわけである。その点で，
この『資本論』第３巻における資本制的恐慌の論述としては，この「信用恐
慌」論においてその到達点が画されていると結論して誤りないように考えら
れる。
［３］以上，『資本論』全３巻にわたって展開されている恐慌規定をやや
具体的に立ち入ってフォローしてきた。一見して明瞭なように，この『資本
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論』に散在するマルクスの恐慌規定は決して首尾一貫した体系的なものでは
なかった。それどころかいくつかの基本的に「矛盾」した説明さえ少なくな
く，その完成度はまだ十分に高いとは言えない。そこで残された課題は，こ
のように「未完成」な『資本論』景気循環論をどのように総括しつつどのよ
うに整理・発展させていくべきか－ということであろう。そこで，このよ
うな視点から，以上のように確認してきた「資本論』の恐慌論をいくつかの
論点から総合的に総括することによって，恐慌論体系化の焦点を探っていき
たい。
まず総括ポイントの第１点は，『資本論』恐慌論の体系構成についてであ
る。すでに具体的に検証してきたように，『資本論』における恐慌規定はか
ならずしも体系的な構成をなしているとはいえなかったが，それでも他方，
やや整理を加えるとそこに恐慌論構成の一定のデザインが確認可能なことも
否定できない。すなわち，『資本論』の恐慌論構成は次のように位置づけさ
れることができよう。まずその第１ブロックは第１巻の「貨幣論」の領域で
あって，そこでは「流通手段論」と「支払手段論」に即していわば「恐慌の
可能性」が示されていた。もちろんこの「可能性」だけで恐慌の「必然性」
が指し示されるわけではないが，資本主義的恐`慌が必然性をもって発生して
いくためには，この貨幣論に集約される「商品流通」関係の媒介が不可欠な
点がここでは明らかにされていよう。その意味でこの第１ブロック＝「貨幣
論」では，恐'慌の「形式＝形態論」が展開されていると意義づけされてよい。
ついでその第２ブロックは，第１巻の「蓄積論」と第２巻の「回転論」＝
｢固定資本論」の領域に他ならない。この領域では，固定資本の回転上の特
質にもとづく制約をも考顧しつつ，資本蓄積様式の交替一過剰人口の形成・
吸収一賃金水準の変動一剰余価値率の変動，という基本軸にそって景気循環
局面の周期的交替が設定される。まず何よりもこの「資本蓄積様式一労働人
口」という論理系こそ恐慌必然性ロジックの中核だと評価できるが，さらに，
景気循環過程の現実的局面移行におけるその「物質的基礎」が「固定資本の
回転上の特殊性」に立脚して解明されたことも重視されてよい。要するに，
この第２ブロックにおいては，資本制生産における恐'院の必然性に関し，そ
の基礎的発生「根拠」が提起されているとみるべきであり，したがってこの
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領域こそは，恐慌の「内実＝実体論」として位置づけ可能なのではないか。
そのうえで第３ブロックは，第３巻の「資本の絶対的過剰生産論」と「信
用論」から組み立てられる領域である。このうちまず前者においては，「個
別資本の競争過程」を媒介にして具体的に進行していく資本主義的生産の投
資活動が，過剰人口減少→賃金上昇→「利潤率の急激な低落」というライン
にしたがって「資本の絶対的過剰」に行き着き，そこから恐・慌が必然化する
現実的機構が解明されていく。そのうえで後者でこの恐慌勃発論理の具体化
が示されるとみてよく，資本の過剰蓄積は最終的には信用による規制によっ
て暴露される点が明らかになることを通し，恐慌の「信用恐慌」としての必
然化が主張される。しかもこのような恐慌勃発の現実化メカニズムが，「利
子率の周期的変動」との対応で景気循環の全体的過程の一環に設定されるに
至った点も注目され，このブロックにおける恐慌のメカニズム的解明に一層
の奥行きを与えていよう。したがって，この第３ブロックでは，恐慌の「現
実＝機構論」が展開されていると集約できると考えられる。
このようにして，『資本論』の景気循環論は－やや読み込みを加えてお
おまかに整理すれば－以下のように構成されていることがわかる。すなわ
ち，①「恐慌の形式＝形態論」②「恐慌の内実＝実体論」③「恐慌の現実＝
機構論」という３ブロック構成をなしていること，これである。
次に総括ポイントの第２点は，『資本論』の恐慌規定における「資本過剰
論」的見地と「商品過剰論」的見地との混在・未整理に関してである。まず
｢資本過剰論」はおおまかにいって，資本の過剰蓄積が労賃騰貴を引き起こ
すことによって「利潤率の急激な低落」に帰結しそれが恐慌を必然化する，
という論理に他ならない。つまり，資本（投資）が利潤率を基準として労働
力供給に対して「過剰」になるという意味であり，この視角からすれば，市
場における商品販売の停滞という「商品過剰」はこの「資本過剰」のむしろ
いわば「結果」に過ぎないと位置づけられよう。そしてこの「資本過剰」的
見地は，『資本論』の具体的展開においては，第１巻の「蓄積論」で基本的
に確認できるとともに第３巻の「資本の絶対的過剰生産」論の中でほぼ体系
的に解明されている点についてはすでにフォローした通りなのである。それ
に対して「商品過剰論」は概略として以下のようなロジックであった。すな
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わち，労働者の基本的な「過少消費」傾向あるいは部門間の「不均衡」傾向
が市場における商品の「過剰」を発生させる点を重視し，そのような市場で
の商品販売の停滞を恐慌に結びつけようとする見地である。したがって，こ
こでの「過剰」の意味は，商品需要に対する商品供給の「過剰」ということ
になり，その帰結として生じる利潤率低下はその単なる「結果」とみなされ
ざるをえない。その場合この「商品過剰論」的見地が，例えば第２巻の「表
式論」や第３巻の「搾取の条件と実現の条件」規定などにおいて色濃く確認
できたのは具体的に指摘した如くであろう。
では『資本論』におけるこれら「２つの見地」の混在・未整理はどのよう
に理解されるべきであろうか。もちろん結論的には，「２つの見地」の厳然
たる「混在」を確認しつつ恐慌論の新たな再構築を「主体的」に模索すべき
だとみる以外にはないが，そうはいっても，この「２つの見地」それぞれへ
の一定の「評価」と暫定的な「判定」とは，ある程度可能であるしまた不可
欠でもあろう。そこでこれら「２つの見地」に対してはそれぞれ以下のよう
なコメントが提出されてよいように考えられる。
まず「商品過剰論」的見地に関してだが，最初に第１に，この「見地」に
あっては，いずれも資本主義的生産の「基本的特質」－その妥当性自体に
も問題があるが－との関連で「過少消費」や「部門間不均衡」がやや抽象
的に指摘されつつ，それが，資本主義的生産の「矛盾」の端的な表現である
恐慌と一般的に結びつけられているに過ぎない。つまり，恐'慌の必然性が
｢ロジック」＝「体系」として展開されているわけではない以上，この見地
をマルクス恐慌論の中心軸とみなすことはおよそ不可能であろう。次に第２
として，マルクス自身が他の箇所でこの見地を否定しているという事実にも
注意する必要がある。すなわちすでに確認したように，例えば第２巻の「固
定資本の回転」規定に即して「過少消費説」批判を明瞭に提示し，むしろ逆
に「賃金上昇＝労働者消費の上昇」こそが恐慌を準備する点を明言している
といってよい。したがって，マルクス自身が他方で明確に「否定」している
見地をマルクス恐慌論のメイン・ストリームと判断することは著しく不合理
ではないか。最後に第３は，この「商品過剰論」的見地が主として散見され
る『資本論』第３巻（および第２巻の一部）の原稿草稿が，マルクスの経済
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学体系形成過程においては比較的旧い時期に相当している事情が無視できな
い。そのような背景からして，－もちろん慎重なテキスト・クリティーク
の余地が残っているが'7)－これらの見地が多く残存している部分では，例
えば「商品過剰論」的発想が圧倒的に濃厚な『学説史』段階の考えにヨリ近
くならざるをえなかったのだという推定が十分に成り立つ。そうであればこ
のような背景的理由からしても，むしろ『学説史』段階に近いと想定可能な
この見地を，その「学説史』レベルを乗り越えたと意義づけできる，『資本
論』段階での恐慌論における新展開の基本線と総括するわけには到底いかな
い。
こうして整理してみると，この「商品過剰論」的見地を，『資本論』恐慌
論の，継承されていくべき中心論理だとはどうしても評価できないことが見
えてこよう。なぜなら，この見地を過大に評価することは，マルクス恐慌分
析の発展過程の意義を何よりも水泡に帰してしまうからに他ならない。
これに対して他方の「資本過剰論」的見地はどうか。まず第１に，この見
地にあっては「商品過剰論」的見地とはちがって，恐慌の必然性が１つの論
理系としてまとまって展開されている点が評価できる。もちろんその論理展
開は万全とはいえないが，「商品過剰論」的見地の場合のような，（１つの側
面からみた）単なる「資本主義の特質」を指摘して恐慌に結びつける処理と
は異なって，「資本蓄積→労働人口→賃金→利潤率」という運動過程に即し
て恐慌の必然性を解明しようとする論理系の提起は，十分に確認可能であろ
う。その点でこの見地が，「商品過剰論」的見地と比較して，さらに継承さ
れていくべきその合理的根拠を有していることはいまや明白だと整理されて
よい。ついで第２は，この見地が，恐慌必然性の明確化にとって不可欠な
｢競争」や「信用」規定との内的接合を確保しえていることが重要だと思わ
れる。つまり，すでに具体的に検証したように，「資本の絶対的過剰生産」
論は，一方では，「損失の配分」・「価格下落」を巡る「競争戦」という
｢競争過程」を内包していたと同時に，他方では「信用恐慌」への集約とい
うパターンで「信用」との相互連関を適切にその圏域に捉えていた。したがっ
て，この見地は，恐慌分析の「死命を制する」２つの重要規定である「競争
と信用」を２つながらその論理系内部に包摂していることからして，『資本
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論』レベルにおける恐慌論の新展開の，その主軸を占めるものだと評価でき
よう。そして第３として，この見地こそ恐慌規定をヨリ体系的に「景気循環
論」として総合化しえる見地であることも，そこから帰結してくる。という
のも，これもすでに指摘したように，１つには，「競争行動」の物質的基礎
をなす「固定資本の回転上の特質」こそ景気循環過程における「周期性」の
実体的基盤を形成していたし，もう１つとして，「信用機構」における「利
子率の周期的変動」が景気循環過程の「周期性」を現実化したものに他なら
ないかぎり，以上のような「競争」・「信用」と接合化可能なこの「資本過
剰論」的見地こそが「景気循環論」としての体系化にとって不可欠な見地で
あることは一点の曇りもなく明白であるからである。
以上のようにまとめてよいとすれば，「２つの見地」に対する評価判定は
いうまでもなく一目瞭然であろう。すなわち，上記のような理由からして，
『資本論』における恐慌論の新展開としては，何よりも「資本過剰論」的見
地こそが評価されるべきであり，したがってこの見地こそさらに検討を加え
て継承されていくべきだ－と結論する以外にはない，と。
最後に全体をうけて総括ポイントの第３点として，この評価・継承される
べき「資本過剰論」的見地の，『資本論』上での代表的論理領域はどこかが
確定されねばならない。しかしそれはもう明らかであろう。すでに検討した
ように，「資本過剰論」的見地が最も的確かつ体系的に展開されていた論理
系こそ「資本の絶対的過剰生産」論に他ならず，しかもそこでこそ「競争論」
や「信用論」との接合が明瞭であったかぎり，『資本論』恐慌論の新展開の
主要な対象領域をこの「資本の絶対的過剰生産」論に設定することについて
は異論がありえないのではないか。まさにこのような基本設定を前提にした
うえで，それと「競争」・「信用」との立ち入った問題群がさらに深く検討
されていくべきだと考えられる。そこで最後にこの「資本の絶対的過剰生産」
論が具体的に考察されねばならない。
Ⅲ『資本論』景気循環論の展開
［１］まず最初にこの「資本の絶対的過剰生産」論の構成と展開を概括し
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ていこう'8)。さて周知のようにこの論理系は第３巻第３篇「利潤率の傾向的
低下の法則」の第15章「この法則の内的矛盾の展開」においてかなりまとまっ
て説かれているので，この章をやや立ち入って検討しておくことが必要であ
る。
さてこの章では，第１節「概説」・第２節「生産の拡大と価値増殖との衝
突」をふまえて，次の第３節「人口の過剰に伴う資本の過剰」で「資本の絶
対的過剰生産」が具体的に解明されつつ資本蓄積と恐慌との内的関連が明確
に明らかにされていく。つまり，マルクスは，「個々の商品の過剰生産では
なく資本の過剰生産~といっても資本の過剰生産はつねに商品の過剰生産
を含んでいるのだが－の意味するものは，資本の過剰蓄積以外のなにもの
でもない」ことから，恐慌を「資本の過剰」という論理系でこそ解明すべき
ことをまず明瞭にする。そのうえで，「この過剰蓄積がなんであるかを理解
するためには……それを絶対的なものと仮定してみればよい」として，「そ
の範囲そのものにおいて絶対的であるような，つまりすべての生産領域を包
括するような」「絶対的な」「資本の過剰生産」が以下のように展開されると
いってよい。すなわち，ここでは，「生産力の発展による」「資本構成の変動」
にともなうやや長期的な「利潤率の傾向的低落」とは区別された，「労働者
人口に比べて資本が増大しすぎ」たことによって「労働にたいする需要が強
くて賃金の上昇傾向が強い……場合」＝資本の過剰蓄積における「一般的利
潤率のひどい低下」－したがって「必要労働に対する剰余労働の割合の減
少」による「剰余価値率」の低下に基礎づけられた利潤率の急落一が明ら
かにされている。しかもその際に特に注意を払うべきは，この「資本の絶対
的過剰生産」という局面が，「恐慌」を含む一定の景気循環プロセスの中に，
個別資本の「損失の分配」を巡る競争過程として位置づけられている点であ
る。そこでこの競争ロジックをもう一歩立ち入ってみておくことにしよう。
つまりまず第１に，この「資本の過剰生産」による資本の一部の「遊休化」
に関して「どの部分が特にこの遊休化に出会うかは，競争戦によって決定さ
れる」他はなく，したがって「問題はもはや利潤の分配ではなく損失の分配
だということになれば，各自ができるだけ自分の割りまえを減らしそれを他
人に背負いこませようとする」とされる。その意味で，「資本の絶対的過剰
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生産」も個別資本の次元では，「資本の遊休化」をめぐるこのような「損失
の分配」という競争関係に媒介されてのみ現実化する点が明確化されるといっ
てよい。ついで第２には，この「損失の分配」は他方で「資本の価値破壊」
および「急性的恐慌」をもたらすとされていく。すなわち，この「資本の絶
対的過剰生産」は「支払手段としての貨幣機能の癒庫」や「信用制度の崩壊」
と結びつくとされ，その結果として最終的には「激烈な急性的恐慌」へ発展
していかざるをえない連関が解明されるわけである。それをうけてさらに第
３として，この「資本の絶対的過剰生産」を基軸としなから「恐慌→不況→
好況」への転換が探られていく。つまり，すでにみた「資本の遊休」と「価
値破壊」に加えて，①「生産の停滞」にもとづく「労働者階級の一部分（の）
遊休化」による「労賃引下げ｣，②「新しい機械，新しい改良された作業方
法，新たな組合わせの充用」による「個別価値」の低下，③「人為的過剰人
口をつくりだすことへの刺激｣，④「不変資本の諸要素の減価」による「利
潤率の上昇｣，などがこの「転換」の要因として指摘される'，)。まさにこの
ような転換論理を通して，「このようにして循環はまた新たに繰り返される
であろう」という景気循環の「周期性」が示されるといってよい。
要するにこの「資本の絶対的過剰生産」論においては，一方で，資本蓄積
拡大→労働力吸収の増大→労賃上昇→利潤率急落→恐慌というロジックで
｢恐慌の必然性」が解明されているとともに，他方で，その恐慌の不況・好
況への「回復」ルートが明示されることを通して，「恐慌」局面が景気循環
の「循環性」「周期性」の内部に位置づけられるに至っているわけである。
したがってこの点からすれば，『資本論』の恐慌理論はこの「資本の絶対的
過剰生産」論においてその最も集約的な展開を示していることが明瞭であろ
う。
［２］そのうえで，『資本論』の展開では，この「資本の絶対的過剰生産」
は「資本と同時に発展した信用制度の崩壊が生ずることによってさらに激化
される」として，信用機構の媒介による，恐慌の「信用恐慌」としての現実
化が続いて追求されるといってよい。この課題はすでにふれたように第５篇
の「貨幣資本と現実資本」で試みられていくが，例えば以下のように説明さ
れるのである。
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「恐慌期には支払手段が欠乏しているということは自明である。……再生産過程の
全関連が信用を基礎としているような生産体制のなかでは，急に信用が停止されて現
金払いしか通用しなくなれば，明らかに，恐慌が，つまり支払手段を求めての殺到が，
起こらざるをえない。だから，一見したところでは，全恐慌がただ信用恐慌および貨
幣恐慌としてのみ現れるのである｡」（同第７分冊182頁）
そこで問題は，このような「信用恐慌」「貨幣恐慌」を必然化させる，好
況末期における「利子率騰貴」の原因解明に移ってくるが，この点に関して
は以下の諸論点が設定されていると理解してよい。すなわち，①いまみた
｢支払手段を求めての殺到」による資金需要の急騰に立脚した「利子率騰貴｣，
②「労賃上昇が貨幣資本にたいする需要を大きくする」ことにもとづく，
｢労賃上昇による利子率騰貴｣，③「市場への商品の供給を人為的に妨げよう
とする試み」による「貸付資本にたいする需要」増加に起因した，「投機に
よる利子率騰貴｣，の３点が示される20)。まさに以上のような「好況末期・
利子率急騰」の原因解明を通してこそ，好況末期における利子率上昇によっ
て「資本の絶対的過剰生産」が「信用恐慌」として必然化する関係が説明さ
れていると整理可能であろう。
こうして「信用恐慌」の必然性分析が一応設定されていることが確認でき
るが，「恐慌に対する信用の媒介」というこの枢軸点を基盤にしてこそ，や
や広く景気循環の全過程についても，「利子率の変動過程」が開示可能になっ
ていったのはすでに注目した通りである。したがって，信用に媒介・規制さ
れた資本蓄積運動が，具体的には利子率の循環的・周期的動態に集約されて
把握されているのであるが，それによって，「資本の絶対的過剰生産」を含
む資本蓄積の現実過程がここでヨリ具体的に解明されていることも，もはや
いうまでもないことであろう。
［３］そこで最後に，以上のような『資本論」の景気循環論一特に「資
本の絶対的過剰生産」論およびそれと「利子率騰貴」規定との関連一の検
討を前提として，そこに残存する問題点をやや総括的に考察しておく必要が
ある21)。さて問題点の第１は「資本の絶対的過剰生産」と「資本蓄積パター
ン」との内的関係についてである。すでに確認したように，この「資本の絶
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対的過剰生産」論においては「資本蓄積拡大→労働力吸収→労賃上昇→利潤
率低下」という重要な論理展開がみられたが，資本蓄積の拡大にともなって
労働力吸収を増加させる，このような資本蓄積様式の性格が問題となろう。
つまり，「資本の絶対的過剰生産」の成立のためには，好況期の資本蓄積様
式が「構成不変の蓄積」を主調とせざるをえない根拠を明確にしておくこと
が不可欠だが，『資本論』ではその点の解明はなお弱い。というのも，周知
のように，『資本論」の「蓄積論」では，一方では，２つの蓄積様式パター
ンを相互・交替的に把握する視点が確かにありながらも，他方では，「構成
高度化蓄積」こそを資本制的生産に固有なものだとする傾向がいぜん強いか
らであって，この点の未整理が，「資本の絶対的過剰生産」論に不明確性の
影をなお落としているように思われる。
ついで第２に，「資本の絶対的過剰生産」をめぐる「損失の分配」という
競争の展開にも問題を残している。いうまでもなく，「資本の過剰生産」が，
個別資本相互の，「損失」を他資本に転嫁せしめる熾烈な「競争戦」を媒介
にしてのみ現実化する点の提示は，「資本の過剰生産」の，恐'慌としての現
実化にとって極めて重要な意義をもっているが，そうであれば，『資本論』
における次のような理論的処理はなお疑問であろう。すなわち，他方でマル
クスは，例えば「旧資本の遊休はどんな事情のもとでも生ぜざるを得ない」
とか「資本の遊休化（は）……階級としては避けられない」などとして，結
局，恐慌発生以前に，「資本蓄積の鈍化→資本の遊休化」が実現せざるをえ
ないとするが，総資本の一部がこのように積極的に遊休化してしまえば，利
潤率急落の原因をなしていた，労働力需要の増加→賃金上昇という契機がそ
のかぎりでは弱まる以上，資本による過剰投資の「自己抑制」を通して，恐
慌の勃発はむしろくい止められるのではないか。しかし，『資本論』が正当
に強調している「損失の分配」視点からすれば，個別資本としては蓄積を自
ら抑制する手段をもたず，むしろ逆に他の資本を排除してでも自己の蓄積を
拡大しようとすると考える他はないのであって，そうであるからこそ，個別
資本のこのような「盲目的」な競争行動の帰結として「資本の絶対的過剰生
産」の恐慌としての勃発も明確になるわけであろう。その意味で，『資本論』
体系における「競争論」の位置づけの不徹底性一「資本一般」説見地の残
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存一に影響されて，「資本論』の「資本の絶対的過剰生産」論には，「恐慌
における競争の役割」問題に関して一定の未決課題がなお残されたと考えら
れる。
最後に第３の問題点は，恐慌を「信用恐`慌」として必然化させる契機をな
す，好況末期における「利子率臓貴」に関してに他ならない。すでにフォロー
したように，『資本論』の展開では，資本蓄積の「遊休化」による資本過剰
の自動的解消という逸脱に制約されて，「利子率鵬貴による資本過剰蓄積の
抑止」という決定的作用への考察が弱かったが，その点の弱点は，好況末期
における利子率騰貴の原因解明の不十分性に端的に現れている。つまり，
『資本論』では，この利子率高腿の原因として，大きくいって，「支払手段の
欠乏」・「労賃上昇」・「投機の発生」の３点が指摘されており，それは，
利子率水準決定における「資金需要」側面のポイントとしては重要であった。
しかし，利子率水準はいうまでもなく「資金需要」と「資金供給」両面のバ
ランスによって決定される以上，他方の「資金供給」側面の分析が不可欠と
なるが，『資本論』にあっては，好況末期の資本蓄積における固有な動向と
の関連に即して，この局面での「資金供給の減退」が内的に分析されている
わけではない。したがって，全体としては，『資本論』の「資本の絶対的過
剰生産」論では，恐慌必然性における不可欠の条件をなす「好況末期の利子
率騰貴」は，なおその全面的解明に成功していないと結論されるべきであろ
う。
おわりに
全体の総括として『資本論』「資本の絶対的過剰生産」論の問題点を整理
しておかねばならない。つづめて言えばその総括的問題点とは，結局，一方
における，資本蓄積の拡大→労賃上昇による「利潤率の低下」と，他方にお
ける，その「利潤率低下」を急性的恐慌にまで現実化させる「利子率騰貴」
との内的相互関連が弱いこと，に集約可能である。そしてこのような問題点
の背景には，『資本論』第３巻に関わる以下のような体系的制約が存在する
点が注目されねばならない。すなわち，この第３巻が，個別資本の資本蓄菰
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運動が利潤率および利子率を基準としつつ競争過程と信用機構に媒介されて
１つの有機的な運動過程を形成していく論理体系としては的確に構築されな
かったという「制約｣，これである。要するに，『資本論』第３巻における
｢現実的連動機構論」としての未整備にこそ，『資本論』景気循環論「未完成」
の，その最大の原因があるというべきであろう。
１）拙稿「好況期論の榊成」（｢経済学」第57巻第１号，1995年)，「恐慌期論の榊成」
（『金沢大学経済学部論集」第17巻第１号，1997年)，「不況期論の構成」（同第18巻第
１号，1998年)，「景気循環機榊と価値法則の展開」（同第19巻第１号，1998年)，を参
照のこと。
２）マルクス景気循環論の形成過程については以下の文献に詳しい。大内秀明『景気
と恐慌」（紀伊国屋新書，1966年)，『宇野弘蔵をどうとらえるか」（芳賀書店，1972年)，
伊藤誠『信用と恐慌」（東大出版会，1973年)，大内・桜井・山口編「資本論研究入門」
（東大出版会，1976年)，武井・岡本・石垣編「景気循環の理論』（時潮社，1983年)，
富塚・吉原編「資本論体系』９－２（有斐閣，1998年)。
３）『共産党宣言』の歴史的意義に関しては，例えば篠原・石塚編「共産党宣言一解
釈の革新』（御茶の水書房，1998年）などにおいて新しい体系的位置づけの試みが進
められている。
４）この『賃労働と資本』における経済学分析の進展については，小林弥六「経済学
批判体系の生成』（御茶ノ水番房，1967年)，大島清『資本論への道』（東大出版会，
1968年)，などが参考になる。
５）『要綱」については文献が多いが，さしあたり「コメンタール「経済学批判要綱｣』
上・下（日本評論社，1974年)，内田弘『｢経済学批判要綱」の研究』（新評論，１９８２
年)，山田鋭夫「経済学批判の近代像」（有斐閣，1985年)，などを参照のこと。
６）大内秀明「『経済学批判要綱』における恐慌論の不在」（『現代思想』第３巻第13号，
1975年)。
７）『学説史』の理論水準面での意義に関しては，時永淑『経済学史』（法政大出版局，
1971年）参照。また「学説史』の恐慌論については，大内秀明「｢剰余価値学説史」
の恐慌論」（『経済学」第35巻第３号，1974412）が立ち入った検討を加えている。
８）この「純粋資本主義Ｊの体系的重要性に関しては，いうまでもなく宇野弘蔵『経
済学方法論」（東大出版会，1962年）が必須文献である。さらに大内力「経済学方法
論』（東大出版会，1980年）もみよ。
９）純粋資本主義を対象とした「経済的運動法則」論展開の体系的意味については，
大内秀明『価値論の形成』（東大出版会，1964年）の他，拙著「価値法則論体系の研
究』（多賀出版，1991年）をもみよ。
10)，１１）前掲『資本論』第４分冊250-51頁。
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12）前掲『資本論』第４分冊470頁。
13）前掲『資本論』第５分冊102頁。
14）前掲『資本論」第５分冊238頁。
15）前掲ｒ資本論』第５分冊194.281頁。
16）また信用論にもほぼ同様な以下のような記述がある。「恐慌は，種々の部門の生産
の不均衡からのみ，また，資本家たち自身の消費と彼らの蓄積とのあいだの不均衡か
らのみ，説明されるであろう。……現実の恐慌の究極の原因は，やはり，あたかも社
会の絶対的消費能力だけが限界をなすかのように生産力を発展させようとする資本主
義的生産の衝動に対比しての，大衆の窮乏と消費制限である｡」（前掲『資本論』第７
分冊249頁）
17）このマルクスにおける草稿配列の検討については，例えば高須賀義博『マルクス
の競争・恐慌観』（岩波書店，1985年)，佐藤金三郎『資本論研究序説」（岩波書店，
1992年)，が参照されてよい。
18）この「資本の絶対的過剰生産」論のヨリ立ち入った考察については，拙稿「『資本
の絶対的過剰生産』と利子率」（『金沢大学教育学部紀要』第29号，1981年）および前
掲，拙著『価値法則論体系の研究』第３章第４節を参照せよ。また日高普ｒ資本蓄積
と景気循環」（法政大出版局，1987年）もみよ。
19）前掲『資本論』第６分冊415-16頁。
20）前掲『資本論』第７分冊348-50頁。
21）いうまでもなくこのような「問題点」の克服に成功した体系として宇野・恐慌論
体系がある。この宇野・恐慌論の意義と問題点については次稿で検討する予定だが，
宇野・恐慌論の集大成としては何よりも宇野『恐慌論』（岩波書店，1953年）が特筆
されるべきであろう。
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